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(百万円未満切捨て)
１．平成28年６月期第１四半期の連結業績（平成27年７月１日～平成27年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年６月期第１四半期 8,811 21.9 △2,050 ― △2,070 ― △1,519 ―

27年６月期第１四半期 7,225 △4.5 △2,907 ― △2,491 ― △1,707 ―
(注) 包括利益 28年６月期第１四半期 △2,093百万円( ―％) 27年６月期第１四半期 △1,426百万円( ―％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

28年６月期第１四半期 △19.90 ―

27年６月期第１四半期 △22.50 ―
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

28年６月期第１四半期 82,161 50,156 60.7

27年６月期 84,110 52,981 62.6
(参考) 自己資本 28年６月期第１四半期 49,833百万円 27年６月期 52,644百万円
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年６月期 ― ― ― 10.00 10.00

28年６月期 ―

28年６月期(予想) ― ― 10.00 10.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．平成28年６月期の連結業績予想（平成27年７月１日～平成28年６月30日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 84,000 2.6 4,200 △6.7 4,500 △17.8 2,200 △48.4 28.81
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ―社（社名） ― 、除外 ―社（社名） ―
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年６月期１Ｑ 86,656,510株 27年６月期 86,656,510株

② 期末自己株式数 28年６月期１Ｑ 10,243,912株 27年６月期 10,370,910株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年６月期１Ｑ 76,353,189株 27年６月期１Ｑ 75,916,346株
　

　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
　この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融
商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決
算に関する定性的情報 （３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年９月30日まで）におけるわが国経済は、個人消費が

伸び悩むとともに、公共投資は総じて弱い動きにとどまりましたが、設備投資に持ち直しの動きが見られ、景気は

緩やかな回復基調が続きました。

　日本工営グループを取り巻く経営環境は、国内建設コンサルタント事業においては、公共事業関係予算は減少し

ましたが、地方創生の下、地方自治体への予算が増加するとともに、防災・減災業務、インフラ長寿命化計画によ

る施設の維持管理業務、東京オリンピックに向けた施設整備の需要などが増加しました。電力事業においては、電

力会社の流通網整備に向けた投資、FIT（固定価格買取制度）を利用した水力発電設備の更新・新設需要は増加した

ものの、競争発注が増加し受注環境は厳しさを増しました。海外建設コンサルタント事業においては、わが国ODA

（政府開発援助）は一定の事業量を維持しており、アジアをはじめとする新興国の開発需要、旺盛な民間開発投資意

欲もあり、市場は引き続き堅調に推移しました。

　このような経営環境のもと、当社グループは、国内建設コンサルタント事業においては、主に既存事業領域での

シェアの拡大、地方自治体からの受注確保に努めるとともに、電力事業においては、競争発注に対するコスト削減

提案力を強化してまいりました。また、海外建設コンサルタント事業においては、JICA（国際協力機構）発注案件

の受注、収益力の確保に注力してまいりました。

このような状況の下で、当社グループの第１四半期連結累計期間の業績は、受注高は、前年同四半期と比較して

3,934百万円減少の20,710百万円、売上高は、前年同四半期と比較して1,585百万円増加の8,811百万円、営業損失

は、前年同四半期と比較して857百万円減少の△2,050百万円、経常損失は、前年同四半期と比較して420百万円減少

の△2,070百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失は、前年同四半期と比較して188百万円減少の△1,519百万円

となりました。

　また、第１四半期連結累計期間の売上高8,811百万円は、通期予想売上高84,000百万円に対して10.5％の達成率と

なりました。これは当社の主要な顧客である官公庁および電力会社等へのコンサルタントサービスや製品の納期が

下期に集中しているため、売上高の計上が下期に集中する季節的な変動特性によるものです。

　なお、前年同四半期の売上高の通期売上高に対する達成率は8.9％でした。

　さらに、販売費及び一般管理費などの費用は年間を通じほぼ均等に発生するため、第１四半期連結累計期間の営

業利益、経常利益、および純利益ともに損失計上となりました。

（セグメント別の状況）

［国内建設コンサルタント事業］

受注高は、前年同四半期と比較して2,045百万円減少の11,896百万円となりました。売上高は、前年同四半期と比

較して223百万円減少の1,455百万円、経常損失は、前年同四半期と比較して114百万円増加の△2,074百万円となり

ました。

［海外建設コンサルタント事業］

受注高は、前年同四半期と比較して2,659百万円減少の5,004百万円となりました。売上高は、前年同四半期と比

較して623百万円増加の3,625百万円、経常損失は、前年同四半期と比較して5百万円増加の△383百万円となりまし

た。

［電力事業］

受注高は、前年同四半期と比較して770百万円増加の3,808百万円となりました。売上高は、前年同四半期と比較

して1,317百万円増加の3,558百万円、経常利益は、前年同四半期と比較して599百万円増加の549百万円となりまし

た。

［不動産賃貸事業］

不動産賃貸事業の売上高は、前年同四半期と比較して128百万円減少の145百万円となりました。経常利益は、前

年同四半期と比較して91百万円減少の112百万円となりました。
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（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産は82,161百万円となり、前連結会計年度末と比較して1,948百

万円の減少となりました。

　資産の部では、流動資産は42,697百万円となり、前連結会計年度末と比較して2,123百万円の減少となりました。

これは、現金及び預金の5,007百万円の減少、売上債権の回収による受取手形及び売掛金の4,216百万円の減少、仕

掛品の6,126百万円の増加等が主な要因です。

　固定資産は39,464百万円となり、前連結会計年度末と比較して174百万円の増加となりました。

　負債の部では、流動負債は25,827百万円となり、前連結会計年度末と比較して1,361百万円の増加となりました。

これは、短期借入金の3,000百万円の増加、未払法人税等の1,286百万円の減少、前受金の2,232百万円の増加、流動

負債のその他に含まれる未払消費税等の1,416百万円の減少、同じく流動負債のその他に含まれる未払金の892百万

円の減少等が主な要因です。

　固定負債は、6,177百万円となり、前連結会計年度末と比較して485百万円の減少となりました。これは、長期借

入金の99百万円の減少、役員退職慰労引当金の13百万円の減少、退職給付に係る負債の202百万円の減少等が主な要

因です。

　純資産の部は、50,156百万円となり、前連結会計年度末と比較して2,824百万円の減少となりました。これは、売

上高の計上が下期に集中する季節的な変動特性による当第１四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純

損失1,519百万円、配当金の支払い772百万円等が主な要因です。

　以上の結果、自己資本比率は60.7％となり前連結会計年度末と比較して1.9ポイント低下しました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成28年６月期の連結業績予想につきましては、平成27年８月12日の「平成27年６月期 決算短信」で公表いたし

ました業績予想に変更はありません。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

重要な子会社の異動はありません。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(原価差異の繰延処理)

操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差異につきましては、原価計算期末日までにほぼ解消が見込ま

れるため、当該原価差異を流動負債（その他）として繰り延べております。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差

額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更

いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の

確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させ

る方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の

変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度につい

ては、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第１四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会

社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載

し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売

却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方

法に変更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,148 7,141

受取手形及び売掛金 16,802 12,586

仕掛品 11,398 17,524

原材料及び貯蔵品 369 329

その他 4,114 5,121

貸倒引当金 △12 △6

流動資産合計 44,820 42,697

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,025 5,770

土地 17,333 17,332

その他（純額） 1,166 1,608

有形固定資産合計 24,525 24,711

無形固定資産

その他 570 552

無形固定資産合計 570 552

投資その他の資産

投資有価証券 9,861 9,428

その他 4,696 5,057

貸倒引当金 △364 △285

投資その他の資産合計 14,193 14,199

固定資産合計 39,289 39,464

資産合計 84,110 82,161

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,539 3,597

短期借入金 - 3,000

1年内返済予定の長期借入金 164 198

未払法人税等 1,508 222

前受金 8,655 10,887

賞与引当金 1,019 1,920

役員賞与引当金 84 84

工事損失引当金 110 148

資産除去債務 20 21

その他 8,364 5,746

流動負債合計 24,466 25,827

固定負債

長期借入金 1,526 1,427

役員退職慰労引当金 59 45

環境対策引当金 34 34

退職給付に係る負債 2,128 1,925

資産除去債務 34 34

その他 2,879 2,709

固定負債合計 6,662 6,177

負債合計 31,128 32,004
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,393 7,393

資本剰余金 6,209 6,209

利益剰余金 39,770 37,478

自己株式 △3,205 △3,163

株主資本合計 50,167 47,918

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,659 1,173

為替換算調整勘定 △100 △173

退職給付に係る調整累計額 917 915

その他の包括利益累計額合計 2,476 1,915

非支配株主持分 337 323

純資産合計 52,981 50,156

負債純資産合計 84,110 82,161
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（２）四半期連結損益及び包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 7,225 8,811

売上原価 5,935 6,798

売上総利益 1,290 2,012

販売費及び一般管理費 4,198 4,062

営業損失（△） △2,907 △2,050

営業外収益

受取利息 21 34

受取配当金 157 39

投資有価証券売却益 - 123

為替差益 224 -

その他 24 35

営業外収益合計 427 233

営業外費用

支払利息 8 6

為替差損 - 226

その他 2 20

営業外費用合計 11 253

経常損失（△） △2,491 △2,070

特別利益

国庫補助金 - 42

段階取得に係る差益 45 -

特別利益合計 45 42

特別損失

固定資産圧縮損 - 38

特別損失合計 - 38

税金等調整前四半期純損失（△） △2,445 △2,066

法人税、住民税及び事業税 142 203

法人税等調整額 △874 △749

法人税等合計 △731 △545

四半期純損失（△） △1,714 △1,520

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △1,707 △1,519

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △6 △1

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 217 △485

繰延ヘッジ損益 △25 -

為替換算調整勘定 31 △84

退職給付に係る調整額 64 △2

その他の包括利益合計 287 △572

四半期包括利益 △1,426 △2,093

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,421 △2,080

非支配株主に係る四半期包括利益 △4 △12
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,445 △2,066

減価償却費 334 347

投資有価証券売却損益（△は益） - △123

国庫補助金 - △42

固定資産圧縮損 - 38

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 △84

賞与引当金の増減額（△は減少） 850 901

工事損失引当金の増減額（△は減少） 23 38

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △26 △205

受取利息及び受取配当金 △178 △73

売上債権の増減額（△は増加） 3,439 4,149

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,832 △6,124

仕入債務の増減額（△は減少） △91 △923

前受金の増減額（△は減少） 2,709 2,277

未収消費税等の増減額（△は増加） △1,823 △1,471

その他 △1,004 △179

小計 △5,037 △3,542

利息及び配当金の受取額 168 39

利息の支払額 △8 △4

本社移転費用の支払額 - △93

法人税等の支払額 △1,151 △1,480

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,028 △5,081

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △2 70

国庫補助金による収入 - 42

有形固定資産の取得による支出 △158 △747

無形固定資産の取得による支出 △18 △34

投資有価証券の取得による支出 △246 △1,372

投資有価証券の売却による収入 50 560

貸付けによる支出 △44 △524

貸付金の回収による収入 15 15

その他 43 6

投資活動によるキャッシュ・フロー △362 △1,983

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,900 3,000

長期借入金の返済による支出 △65 △65

自己株式の売却による収入 36 44

自己株式の取得による支出 △2 △2

配当金の支払額 △575 △757

その他 △23 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,269 2,205

現金及び現金同等物に係る換算差額 △15 △70

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,137 △4,930

現金及び現金同等物の期首残高 8,465 11,673

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 77 -

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,405 6,742
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日）

　 該当事項はありません。

（セグメント情報等）

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
（注）

合計国内建設
コンサル
タント事業

海外建設
コンサル
タント事業

電力事業
不動産
賃貸事業

計

売上高

外部顧客への
売上高

1,678 3,002 2,240 274 7,195 29 7,225

セグメント間の
内部売上高又は

　振替高
65 7 44 31 148 0 149

計 1,744 3,009 2,285 305 7,344 30 7,374

セグメント利益
又は損失（△）

△1,960 △377 △50 204 △2,184 △312 △2,496

（注）「その他」の区分は収益を稼得していない、又は付随的な収益を稼得するに過ぎない構成単位のものであり

ます。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △2,184

「その他」の区分の損失（△） △312

セグメント間取引消去 5

四半期連結損益及び包括利益計算書の経常損失（△） △2,491
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当第１四半期連結累計期間(自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
（注）

合計国内建設
コンサル
タント事業

海外建設
コンサル
タント事業

電力事業
不動産
賃貸事業

計

売上高

外部顧客への
売上高

1,455 3,625 3,558 145 8,783 27 8,811

セグメント間の
内部売上高又は

　振替高
88 0 46 31 166 0 166

計 1,543 3,625 3,605 176 8,950 28 8,978

セグメント利益
又は損失（△）

△2,074 △383 549 112 △1,795 △277 △2,073

（注）「その他」の区分は収益を稼得していない、又は付随的な収益を稼得するに過ぎない構成単位のものであり

ます。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △1,795

「その他」の区分の損失（△） △277

セグメント間取引消去 2

四半期連結損益及び包括利益計算書の経常損失（△） △2,070

決算短信 （宝印刷）  2015年11月09日 09時35分 12ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



日本工営株式会社(1954) 平成28年６月期 第１四半期決算短信

11

４．補足情報

（１）生産、受注及び販売の状況

　

期 別 前年同四半期 当四半期
（参考）前期

（平成27年６月期）
平成27年６月期 平成28年６月期

第１四半期連結累計期間 第１四半期連結累計期間

　区 分
金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

受
注
高

国内建設コンサルタント事業 13,941 56.6 11,896 57.4 45,057 51.5

海外建設コンサルタント事業 (注1)7,664 31.1 5,004 24.2 (注2)28,889 33.0

電力事業 3,037 12.3 3,808 18.4 13,595 15.5

不動産賃貸事業 － － －

その他 － 0 0.0 30 0.0

合計 24,644 100.0 20,710 100.0 87,573 100.0

売
上
高
１

国内建設コンサルタント事業 1,782 24.7 1,519 17.2 44,405 54.3

海外建設コンサルタント事業 3,177 44.0 3,882 44.1 21,679 26.5

電力事業 1,991 27.6 3,264 37.0 14,904 18.2

不動産賃貸事業 274 3.7 145 1.7 821 1.0

その他 － 0 0.0 28 0.0

合計 7,225 100.0 8,811 100.0 81,839 100.0

売
上
高
２

国内建設コンサルタント事業 1,678 23.2 1,455 16.5 41,845 51.1

海外建設コンサルタント事業 3,002 41.5 3,625 41.1 20,174 24.7

電力事業 2,240 31.0 3,558 40.4 17,857 21.8

不動産賃貸事業 274 3.8 145 1.6 821 1.0

その他 29 0.5 27 0.4 1,141 1.4

合計 7,225 100.0 8,811 100.0 81,839 100.0

期 別 前年同四半期 当四半期
（参考）前期

（平成27年６月期）
平成27年６月期 平成28年６月期

第１四半期連結会計期間末 第１四半期連結会計期間末

　区 分
金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

受
注
残
高

国内建設コンサルタント事業 39,482 39.3 38,350 37.9 27,974 31.3

海外建設コンサルタント事業 48,704 48.5 52,550 51.8 51,427 57.6

電力事業 12,262 12.2 10,451 10.3 9,907 11.1

不動産賃貸事業 － － －

その他 4 0.0 7 0.0 6 0.0

合計 100,453 100.0 101,359 100.0 89,315 100.0

(注)１．前連結会計年度の第１四半期連結会計期間より連結子会社としたNIPPON KOEI VIETNAM INTERNATIONAL

CO., LTD.およびPHILKOEI INTERNATIONAL, INC.の連結開始時の受注残高1,205百万円および427百万円

を含めております。

２．前連結会計年度より連結子会社とした NIPPON KOEI VIETNAM INTERNATIONAL CO., LTD.、PHILKOEI

INTERNATIONAL, INC.およびPT. INDOKOEI INTERNATIONALの連結開始時の受注残高1,205百万円、427百万円

および246百万円を含めております。

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

４．上記の金額は外部顧客に対するもので、セグメント間の内部取引および振替高は含まれておりません。

５．売上高１は受注セグメント別、売上高２は業務実施セグメント別に集計しております。
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